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研究成果の概要（和文）：　本研究では、コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の連携が、「地域ととも
にある学校づくり」と「学校を核とした地域づくり」の好循環を生み出すのに有効であることを実証的に明らか
にしたうえで、両者が連携した地域学校協働システムを推進していくためのマネジメントのあり方を提案した。
考察を通して、本研究の仮説も検証されたといえる。
　さらに、岡山県内の実践事例をふまえて、「理念の重要性」、「『社会に開かれた教育課程』の捉え方」、
「ビジョンの共有」、「地域学校協働システムの整備」、「学校運営協議会での協議による教育課程の改善」の
視点から考察し、今後の方向性と課題についても明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In this study, we empirically clarified that collaboration between "
community schools " and "regional school collaboration headquarters " is effective in creating a 
virtuous cycle of " school in harmony with the community " and " community development centered on 
the school ", and proposed a management method to promote a regional school collaboration system in 
which the two are linked. Through the discussion, it can be said that the hypothesis of this study 
was also verified. 
Furthermore, based on practical cases in Okayama Prefecture, we examined the importance of 
principles, how to perceive a curriculum open to society, shared vision, development of a regional 
school collaboration system, and improvement of the curriculum through consultation at the school 
management council, and clarified future directions and issues. 

研究分野： 生涯学習･社会教育
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の最終的な成果として、2023年3月に刊行された『岡山発！地域学校協働の実践と協創的教員養成』で
は、「社会に開かれた教育課程」の実現に資する地域学校協働の実践、とりわけ岡山県の教育委員会や小中高・
特別支援学校における先駆的な実践事例をとりあげて分析し、全国的に発信していくという社会的意義に加え
て、「教育課程（カリキュラム・マネジメント）」・「地域学校協働（コミュニティ・スクール等）」・「教員
養成」を横串に通して、「社会に開かれた教育課程」の実現を総合的に考察していることに学術的な面でも意義
もあると捉えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
これまで本研究代表者らは、学校・家庭・地域の連携協力を意図的・計画的・継続的に行う

ことの重要性に鑑み、そのための推進母体となる協議の場、つまり「連携推進母体」に着目し
た研究を行ってきた。とくに、科学研究費の助成を受け、「連携推進母体」としての「学校支援
地域本部（地域教育協議会）」、「コミュニティ・スクール（学校運営協議会）」、「公民館」のあ
り方を母体間の連携を重視して探ってきた。 
 現在、学校と地域の関係については、「地域とともにある学校づくり」と「学校を核とした地
域づくり」を改革の両輪に、“支援から、連携さらには協働へ”と発展していくことが目指され
ている。しかし、これまでの研究成果をふまえると、学校・家庭・地域の連携協力事業の内実
はやはり「学校支援」であって、「学校を核とした地域づくり」は等閑視されてきたと指摘でき
る。このままでは、改革の両輪のバランスを欠き、「学校支援」を中心とした「地域とともにあ
る学校づくり」のみの進展が予想される。これでは、学校と地域の互恵的な協働関係を創って
いくことが難しいだろう。 
そうした協働関係を構築し、両者の好循環を促していくには、学校の“教育課程”とつなげ

ることが有効だと考えられる。教育課程とリンクするからこそ、「学校を核とした地域づくり」
を意図的・計画的・継続的に推し進めることができる。そうした意味でも、新学習指導要領の
特質の一つとして、「社会に開かれた教育課程」が示されたことの意義は大きい。その基本構想
には、「社会や世界の状況を幅広く視野に入れ、よりよい学校教育を通じてよりよい社会づくり
を目指すという理念を持ち、教育課程を介してその理念を社会と共有していくこと」が明記さ
れている。こうしてみると、改革の両輪である「地域とともにある学校づくり」と「学校を核
とした地域づくり」をつなぐ「軸（シャフト）」になるのが、「社会に開かれた教育課程」と位
置づけることができる（図 1）。 
そこで、両者の好循環を生み出すには、どのような「社会に開かれた教育課程」のあり方が

望ましいのかという学術的かつ重要な「問い」がクローズアップされてくる。 
 

    

 
２．研究の目的 
 以上の問題意識のもと、本研究の目的は、「地域とともにある学校づくり」と「学校を核とし
た地域づくり」の好循環を生み出す「社会に開かれた教育課程」のあり方について考察するこ
とである。言い換えるなら、「社会に開かれた教育課程」の推進・実現は、「学校づくり」と「地
域づくり」の好循環を生み出し、子どもと大人の学びあい・育ちあいにとって有効であるとい
う「仮説」を実践的に検証していく。 
 
３．研究の方法 
 研究の方法としては、まず文献研究により、研究代表者を中心として「社会に開かれた教育
課程」のあり方を理論的に探っていくことにした。とくに、「学校を核とした地域づくり」、“タ
テとヨコ”の「カリキュラム・マネジメント」、「ビジョンの共有」といった研究視点の妥当性
を確認し、その精緻化を図っていった。同時に、研究代表者を総括に、研究分担者を定量分析
リーダーとして全国的なアンケート調査、さらには定性的なインタビュー調査を予定していた。 
しかし、新型コロナ感染拡大のなかで、調査研究の実施が困難となり、延期を続けていたが、

最終的には大規模な調査は断念せざるを得なかった。そこで、新たに研究方法を組み直し、岡
山県を研究のフィールドとして、実践的な研究により、研究課題に迫ることにした。研究代表
者（岡山大学）がこれまで実践的に研究を進めていた岡山県なら、コロナ禍でも事例分析等で



研究を継続することができると判断したためである。 
 
４．研究成果 
 このように、新型コロナ感染拡大の影響で当初の研究計画や方法の変更を余儀なくされたが、
岡山県内を中心に、学校や教育委員会等と連携協力して研究を進めることができた。その結果、
以下にあげる 2冊の著書を刊行することができたことは大きな研究成果といえる。そこで、そ
の概要を以下にまとめることで研究成果として示しておきたい。 
 
（1）『地域学校協働のデザインとマネジメント：コミュニティ・スクールと地域学校協働本部
による学びあい・育ちあい』2021 年（学文社） 
 
 研究代表者と研究分担者によって、2021 年に執筆された本書は、管見の限りではあるものの，
地域と学校との協働、すなわち地域学校協働に関する初めての専門書といってよいのではない
かと考えている。政策動向や好事例、汎用性の高いモデルを提示するだけの、いわゆるハウツ
ー本にならぬようにも留意した。その意味では、本科学研究費による文献研究等を中心とした
研究の成果に基づいたものである。 
 さらに、「地域とともにある学校づくり」と「学校を核とした地域づくり」の好循環を生み出
すには、コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の連携が有効であるということを実証的
に明らかにしたうえで、両者が連携した地域学校協働システムを推進していくためのマネジメ
ントのあり方を考察し、提案している。本書の考察を通して、「社会に開かれた教育課程」の推
進・実現による「学校づくり」と「地域づくり」の好循環は、子どもと大人の学びあい・育ち
あいにとって有効であるという「仮説」も検証されたといえる。 
 
（2）『岡山発！地域学校協働活動の推進と協創的教員養成：「社会に開かれた教育課程」の実現
を目指して』2023 年（福村出版） 
 
 「社会に開かれた教育課程」の実現に資するためには、学校の「本丸」ともいえる教育課程
を地域学校協働によって地域社会に開いている先駆的な実践事例をとりあげ、その成果と課題
を考察していくことが重要だと考えられる。 
 そこで、本書は、「社会に開かれた教育課程」の実現に資する地域学校協働の実践とそれを促
す教員養成について、実践的なアプローチから考察を試みようと企画したものである。その意
味では、本科学研究費による実践的な研究の成果をまとめたものといえる。 
もう少しいうと、「社会に開かれた教育課程」を実現していくには、「教育課程（カリキュラ

ム・マネジメント）」・「地域学校協働（コミュニティ・スクール等）」・「教員養成」を横串に通
して考察することが必要かつ有効であると本書は捉えており、この点が特徴にもなっている。
こうした企図や特徴をもった本書の構成として、前半（第 1部）では「社会に開かれた教育課
程」に実現に資する地域学校協働の実践、とりわけ岡山県の教育委員会や小中高・特別支援学
校における実践事例をとりあげている。 
この実践事例をふまえて、「理念の重要性」、「『社会に開かれた教育課程』の捉え方」、「ビジ

ョン（目指す子ども像）の共有と地域学校協働体制の整備」、「学校運営協議会での協議による
『教育課程の明確化』と改善」の視点から考察し、今後の方向性と課題も明らかにしている。
ただ、こうした実践を推進していくためには、教員の力が不可欠であり、そうした力をもった
教員をいかに養成していくかが、次なる重要課題として浮かび上がってきた。 
そのため、本書の後半（第 2部）では、2018（平成 30）年度から導入された岡山大学の「岡

山県北地域教育プログラム」による協創的な教員養成をとりあげている。本プログラムは、岡
山県北地域の学校現場と地域に対応し、地域学校協働の観点から学校と地域を活性化するため
に、学校教育をとりまく多様な人々との連携・協働を通して地域社会に貢献していくことがで
きる教員、授業実践に引きつけていうなら「社会に開かれた教育課程」の実現に資する教員の
養成を目指して、導入されたものである。第 2部では、本プログラムの構想と理念、プログラ
ムの概要、学生の学びや育ち等について、4 年間の実践をもとに分析･考察していく。最後に、
「社会に開かれた教育課程」の実現に資する地域学校協働の実践を持続可能性のあるものにし
ていくには、第 1部の実践が行われる学校と地域、さらには教員養成の中心となる第 2部の岡
山大学とを本プログラムを介して架橋していくことが重要になる。そのことについても最後に
考察し、本書のまとめとした。本書で考察した「実践事例の総括」や「終章」は、本科学研究
費による研究自体のまとめといえるものである。 
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